
 

改正 令和３年６月２３日 原規技発第 2106233 号 原子力規制委員会決定 

 

令和３年６月２３日 

 

原子力規制委員会   

 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈

等の一部改正について 

 

次の各号に掲げる規程の一部を、それぞれ当該各号に定める表により改正する。 

⑴ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

（原規技発第 1306193 号） 別表第１ 

⑵ 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（原規技発第 130

6194 号） 別表第２ 

⑶ 実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必

要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（原規技発第 1306197 号）

別表第３ 

 

附 則 

この規程は、令和３年６月２３日から施行する。 
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別表第１ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 新旧対照表 
（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

第４条（地震による損傷の防止） 

別記２のとおりとする。ただし、炉心内の燃料被覆材の放射性物質の閉

じ込めの機能については以下のとおりとし、兼用キャスク貯蔵施設につ

いては別記４のとおりとする。 

一 第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、通常運転時及

び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と、弾性設計

用地震動による地震力（本規程別記２第４条第４項第１号に規定す

る弾性設計用地震動による地震力をいう。）又は静的地震力（同項第

２号に規定する静的地震力をいい、Ｓクラスに属する機器に対し算

定されるものに限る。）のいずれか大きい方の地震力を組み合わせた

荷重条件に対して、炉心内の燃料被覆材の応答が全体的におおむね

弾性状態にとどまることをいう。 

二 第５項に規定する「基準地震動による地震力に対して放射性物質

の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがない」とは、通常運転時及

び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動

による地震力を組み合わせた荷重条件により塑性ひずみが生じる場

合であっても、その量が小さなレベルにとどまって破断延性限界に

十分な余裕を有し、放射性物質の閉じ込めの機能に影響を及ぼさな

いことをいう。 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

別記２のとおりとする。ただし、炉心内の燃料被覆材の放射性物質の閉

じ込めの機能については以下のとおりとし、兼用キャスク貯蔵施設につ

いては別記４のとおりとする。 

一 第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、通常運転時及

び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と、弾性設計

用地震動による地震力（本規程別記２第４条第４項第１号に規定す

る弾性設計用地震動による地震力をいう。）又は静的地震力（同項第

２号に規定する静的地震力をいい、Ｓクラスに属する機器に対し算

定されるものに限る。）のいずれか大きい方の地震力を組み合わせた

荷重条件に対して、炉心内の燃料被覆材の応答が全体的におおむね

弾性状態に留まることをいう。 

二 第５項に規定する「基準地震動による地震力に対して放射性物質

の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがない」とは、通常運転時及

び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動

による地震力を組み合わせた荷重条件により塑性ひずみが生じる場

合であっても、その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十

分な余裕を有し、放射性物質の閉じ込めの機能に影響を及ぼさない

ことをいう。 
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第１２条（安全施設） 
１・２ （略） 
３ 第２項に規定する「安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要

度が特に高い安全機能を有するもの」は、上記の指針を踏まえ、以

下に示す機能を有するものとする。 
 

一 その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能 
（略） 
事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

（ＰＷＲ） 
原子炉内高圧時における注水機能 
原子炉内低圧時における注水機能 

（ＢＷＲ） 
原子炉内高圧時における注水機能※ 
原子炉内低圧時における注水機能 
原子炉内高圧時における減圧系を作動させる機能 

（略） 
※これを原子炉内高圧時における減圧系を作動させる機能及び原子

炉内低圧時における注水機能により代替できる場合には、それら

の機能と原子炉内高圧時における注水機能により多様性を満足し

ている。 
二 （略）  
４～１４ （略） 

 

第１２条（安全施設） 

１・２ （略） 
３ 第２項に規定する「安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要

度が特に高い安全機能を有するもの」は、上記の指針を踏まえ、以

下に示す機能を有するものとする。 
 

一 その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能 
（略） 
事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

（ＰＷＲ） 
原子炉内高圧時における注水機能 
原子炉内低圧時における注水機能 

（ＢＷＲ） 
原子炉内高圧時における注水機能 
原子炉内低圧時における注水機能 
原子炉内高圧時における減圧系を作動させる機能 

（略） 
（新設） 
 
 
 
二 （略）  
４～１４ （略） 
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（別記１） 

 

第３条（設計基準対象施設の地盤） 

１・２ （略） 

３ 第３条第３項に規定する「変位」とは、将来活動する可能性のあ

る断層等が活動することにより、地盤に与えるずれをいう。 

また、同項に規定する「変位が生ずるおそれがない地盤に設け」る

とは、耐震重要施設が将来活動する可能性のある断層等の露頭があ

る地盤に設置された場合、その断層等の活動によって安全機能に重

大な影響を与えるおそれがあるため、当該施設を将来活動する可能

性のある断層等の露頭がないことを確認した地盤に設置すること

をいう。 

（略） 

（別記１） 

 

第３条（設計基準対象施設の地盤） 

１・２ （略） 

３ 第３条第３項に規定する「変位」とは、将来活動する可能性のあ

る断層等が活動することにより、地盤に与えるずれをいう。 

また、同項に規定する「変位が生ずるおそれがない地盤に設け」る

とは、耐震重要施設が将来活動する可能性のある断層等の露頭があ

る地盤に設置された場合、その断層等の活動によって安全機能に重

大な影響を与えるおそれがあるため、当該施設を将来活動する可能

性のある断層等の露頭が無いことを確認した地盤に設置すること

をいう。 

（略） 
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（別記２） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

１ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地

震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされる

ことをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾

性体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下に

とどめることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、

必ずしも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合

を容認しつつも施設全体としておおむね弾性範囲にとどまり得る

ことをいう。 

２ 第４条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがあ

る設計基準対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公

衆への影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある設計基

準対象施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある

津波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそ

れに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設の

安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」

という。）をいう。設計基準対象施設は、耐震重要度に応じて、次

に掲げるクラスへの分類（以下「耐震重要度分類」という。）をす

るものとする。 

一 Ｓクラス 

（別記２） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

１ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地

震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされる

ことをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾

性体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下に

留めることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、必

ずしも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を

容認しつつも施設全体としておおむね弾性範囲に留まり得ること

をいう。 

２ 第４条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがあ

る設計基準対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公

衆への影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある設計基

準対象施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある

津波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそ

れに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設の

安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」

という。）をいう。設計基準対象施設は、耐震重要度に応じて、以

下のクラス（以下「耐震重要度分類」という。）に分類するものと

する。 

一 Ｓクラス 
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地震により発生するおそれがある事象に対して、原子炉を停止

し、炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設、自ら放射性物

質を内蔵している施設、当該施設に直接関係しておりその機能喪

失により放射性物質を外部に拡散する可能性のある施設、これら

の施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を緩和し、放射

線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を持つ施設、

これらの重要な安全機能を支援するために必要となる施設及び

地震に伴って発生するおそれがある津波による安全機能の喪失

を防止するために必要となる施設であって、その影響が大きいも

のをいい、少なくとも次の施設はＳクラスとすること。 

・ （略） 

・ （略） 

・原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するため

の施設及び原子炉の停止状態を維持するための施設 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・津波防護機能を有する施設（以下「津波防護施設」という。）

及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止設備」という。） 

・敷地における津波監視機能を有する設備（以下「津波監視設備」

という。） 

二・三 （略） 

地震により発生するおそれがある事象に対して、原子炉を停止

し、炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設、自ら放射性物

質を内蔵している施設、当該施設に直接関係しておりその機能喪

失により放射性物質を外部に拡散する可能性のある施設、これら

の施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を緩和し、放射

線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を持つ施設

及びこれらの重要な安全機能を支援するために必要となる施設、

並びに地震に伴って発生するおそれがある津波による安全機能

の喪失を防止するために必要となる施設であって、その影響が大

きいものをいい、少なくとも次の施設はＳクラスとすること。 

・ （略） 

・ （略） 

・原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するため

の施設、及び原子炉の停止状態を維持するための施設 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・津波防護機能を有する設備（以下「津波防護施設」という。）

及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止設備」という。） 

・敷地における津波監視機能を有する施設（以下「津波監視設備」

という。） 

二・三 （略） 
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３ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たす

ために、耐震重要度分類の各クラスに属する設計基準対象施設の耐

震設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。） 

・弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大

きい方の地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で

耐えること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震

力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築基準法

等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度

を許容限界とし、当該許容限界を超えないこと。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と、弾性設計用地震動

による地震力又は静的地震力を組み合わせた荷重条件に対し

て、応答が全体的におおむね弾性状態にとどまること。 

なお、「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞ

れの荷重」については、地震によって引き起こされるおそれの

ある事象によって作用する荷重及び地震によって引き起こさ

れるおそれのない事象であっても、一旦事故が発生した場合、

長時間継続する事象による荷重は、その事故事象の発生確率、

 

３ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たす

ために、耐震重要度分類の各クラスに属する設計基準対象施設の耐

震設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。） 

・弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大

きい方の地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐

えること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震

力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築基準法

等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度

を許容限界とすること。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と、弾性設計用地震動

による地震力又は静的地震力を組み合わせた荷重条件に対し

て、応答が全体的におおむね弾性状態に留まること。なお、「運

転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重」

については、地震によって引き起こされるおそれのある事象に

よって作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれ

のない事象であっても、いったん事故が発生した場合、長時間

継続する事象による荷重は、その事故事象の発生確率、継続時
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継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、適切な地震力

と組み合わせて考慮すること。 

二 Ｂクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐え

ること。また、共振のおそれのある施設については、その影響

についての検討を行うこと。その場合、検討に用いる地震動は、

弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものとすること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応

力に対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び

基準による許容応力度を許容限界とし、当該許容限界を超えな

いこと。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力

に対して、応答が全体的におおむね弾性状態にとどまること。 

三 Ｃクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐え

ること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応

力に対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び

基準による許容応力度を許容限界とし、当該許容限界を超えな

いこと。 

間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、適切な地震力と組み

合わせて考慮すること。 

二 Ｂクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐える

こと。また、共振のおそれのある施設については、その影響に

ついての検討を行うこと。その場合、検討に用いる地震動は、

弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものとすること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応

力に対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び

基準による許容応力度を許容限界とすること。 

 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力

に対して、応答が全体的におおむね弾性状態に留まること。 

三 Ｃクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐える

こと。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に

作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応

力に対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び

基準による許容応力度を許容限界とすること。 
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・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力

に対して、応答が全体的におおむね弾性状態にとどまること。 

 

４ 第４条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、以

下に示す方法によること。 

一 弾性設計用地震動による地震力 

・ （略） 

・弾性設計用地震動による地震力は、水平２方向及び鉛直方向に

ついて適切に組み合わせたものとして算定すること。また、地

震力の算定に当たっては、建物・構築物と地盤との相互作用並

びに建物・構築物及び地盤の非線形性を、必要に応じて考慮す

ること。 

・ （略） 

・ （略） 

二 静的地震力 

①建物・構築物 

・ （略） 

・また、建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力を上

回ることの確認が必要であり、必要保有水平耐力の算定にお

いては、地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度

分類に応じた係数は、耐震重要度分類の各クラスのいずれに

おいても１．０とし、その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力

に対して、応答が全体的におおむね弾性状態に留まること。 

 

４ 第４条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、以

下に示す方法によること。 

一 弾性設計用地震動による地震力 

・ （略） 

・弾性設計用地震動による地震力は、水平２方向及び鉛直方向に

ついて適切に組み合わせたものとして算定すること。なお、建

物・構築物と地盤との相互作用、埋込み効果及び周辺地盤の非

線形性について、必要に応じて考慮すること。 

 

・ （略） 

・ （略） 

二 静的地震力 

①建物・構築物 

・ （略） 

・また、建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力を上

回ることの確認が必要であり、必要保有水平耐力の算定にお

いては、地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度分

類に応じた係数は、耐重要度分類の各クラスともに１．０と

し、その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は１．０以上とする
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は１．０以上とすること。この際、施設の重要度に応じた妥

当な安全余裕を有していること。 

・ （略） 

②機器・配管系 

・耐震重要度分類の各クラスの地震力は、上記①に示す地震層

せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗

じたものを水平震度とし、当該水平震度及び上記①の鉛直震

度をそれぞれ２０％増しとした震度から求めること。 

・ （略） 

なお、上記①及び②において標準せん断力係数Ｃ０等を０．２以

上としたことについては、発電用原子炉設置者に対し、個別の建

物・構築物、機器・配管系の設計において、それぞれの重要度を

適切に評価し、それぞれに対し適切な値を用いることにより、耐

震性の高い施設の建設等を促すことを目的としている。耐震性向

上の観点からどの施設に対してどの程度の割増係数を用いれば

よいかについては、設計又は建設に関わる者が一般産業施設及び

公共施設等の耐震基準との関係を考慮して設定すること。 

 

５ 第４条第３項に規定する「基準地震動」は、最新の科学的・技

術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構

造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定する

ことが適切なものとし、次の方針により策定すること。 

一 （略） 

こと。この際、施設の重要度に応じた妥当な安全余裕を有し

ていること。 

・ （略） 

②機器・配管系 

・耐震重要度分類の各クラスの地震力は、上記①に示す地震層

せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗じ

たものを水平震度とし、当該水平震度及び上記①の鉛直震度

をそれぞれ２０％増しとした震度より求めること。 

・ （略） 

なお、上記①及び②において標準せん断力係数Ｃ０等を０．２以

上としたことについては、発電用原子炉設置者に対し、個別の建

物・構築物、機器・配管系の設計において、それぞれの重要度を

適切に評価し、それぞれに対し適切な値を用いることにより、耐

震性の高い施設の建設等を促すことを目的としている。耐震性向

上の観点からどの施設に対してどの程度の割増し係数を用いれ

ば良いかについては、設計又は建設に関わる者が一般産業施設及

び公共施設等の耐震基準との関係を考慮して設定すること。 

 

５ 第４条第３項に規定する「基準地震動」は、最新の科学的・技

術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構

造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定する

ことが適切なものとし、次の方針により策定すること。 

一 （略） 
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二 上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、内

陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震につい

て、敷地に大きな影響を与えると予想される地震（以下「検討

用地震」という。）を複数選定し、選定した検討用地震ごとに、

不確かさを考慮して応答スペクトルに基づく地震動評価及び断

層モデルを用いた手法による地震動評価を、解放基盤表面まで

の地震波の伝播特性を反映して策定すること。 

上記の「内陸地殻内地震」とは、陸のプレートの上部地殻地震

発生層に生じる地震をいい、海岸のやや沖合で起こるものを含

む。 

上記の「プレート間地震」とは、相接する二つのプレートの境

界面で発生する地震をいう。 

上記の「海洋プレート内地震」とは、沈み込む（沈み込んだ）

海洋プレート内部で発生する地震をいい、海溝軸付近又はその

やや沖合で発生する「沈み込む海洋プレート内の地震」又は海

溝軸付近から陸側で発生する「沈み込んだ海洋プレート内の地

震（スラブ内地震）」の２種類に分けられる。 

なお、上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」に

ついては、次に示す方針により策定すること。 

①～⑤ （略） 

⑥内陸地殻内地震について選定した検討用地震のうち、震源が

敷地に極めて近い場合は、地表に変位を伴う断層全体を考慮

した上で、震源モデルの形状及び位置の妥当性、敷地及びそ

二 上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、内

陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震につい

て、敷地に大きな影響を与えると予想される地震（以下「検討

用地震」という。）を複数選定し、選定した検討用地震ごとに、

不確かさを考慮して応答スペクトルに基づく地震動評価及び断

層モデルを用いた手法による地震動評価を、解放基盤表面まで

の地震波の伝播特性を反映して策定すること。 

上記の「内陸地殻内地震」とは、陸のプレートの上部地殻地震

発生層に生じる地震をいい、海岸のやや沖合で起こるものを含

む。 

上記の「プレート間地震」とは、相接する二つのプレートの境

界面で発生する地震をいう。 

上記の「海洋プレート内地震」とは、沈み込む（沈み込んだ）

海洋プレート内部で発生する地震をいい、海溝軸付近又はその

やや沖合で発生する「沈み込む海洋プレート内の地震」又は海

溝軸付近から陸側で発生する「沈み込んだ海洋プレート内の地

震（スラブ内地震）」の２種類に分けられる。 

なお、上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」に

ついては、次に示す方針により策定すること。 

①～⑤ （略） 

⑥内陸地殻内地震について選定した検討用地震のうち、震源が

敷地に極めて近い場合は、地表に変位を伴う断層全体を考慮

した上で、震源モデルの形状及び位置の妥当性、敷地及びそ
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こに設置する施設との位置関係並びに震源特性パラメータの

設定の妥当性について詳細に検討するとともに、これらの検

討結果を踏まえた評価手法の適用性に留意の上、上記⑤の各

種の不確かさが地震動評価に与える影響をより詳細に評価

し、震源の極近傍での地震動の特徴に係る最新の科学的・技

術的知見を踏まえた上で、さらに十分な余裕を考慮して基準

地震動を策定すること。 

⑦・⑧ （略） 

三・四 （略） 

 

６ 第４条第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、基準地震動に対する

設計基準対象施設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

・ （略） 

・ （略） 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動による

地震力を組み合わせた荷重条件に対して、その施設に要求され

る機能を保持すること。なお、上記により求められる荷重によ

り塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベル

にとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要

求される機能に影響を及ぼさないこと。また、動的機器等につ

こに設置する施設との位置関係、並びに震源特性パラメータ

の設定の妥当性について詳細に検討するとともに、これらの

検討結果を踏まえた評価手法の適用性に留意の上、上記⑤の

各種の不確かさが地震動評価に与える影響をより詳細に評価

し、震源の極近傍での地震動の特徴に係る最新の科学的・技

術的知見を踏まえた上で、さらに十分な余裕を考慮して基準

地震動を策定すること。 

⑦・⑧ （略） 

三・四 （略） 

 

６ 第４条第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、基準地震動に対する

設計基準対象施設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

・ （略） 

・ （略） 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変

化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動による

地震力を組み合わせた荷重条件に対して、その施設に要求され

る機能を保持すること。なお、上記により求められる荷重によ

り塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベル

に留まって破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求

される機能に影響を及ぼさないこと。また、動的機器等につい
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いては、基準地震動による応答に対して、その設備に要求され

る機能を保持すること。例えば、実証試験等により確認されて

いる機能維持加速度等を許容限界とすること。 

（略） 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止

設備が設置された建物・構築物 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

（略） 

なお、上記の「耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに

属するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわない」と

は、少なくとも次に示す事項について、耐震重要施設の安全機能へ

の影響がないことを確認すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

７ 第４条第３項に規定する「基準地震動による地震力」の算定に

当たっては、以下に示す方法によること。 

・基準地震動による地震力は、基準地震動を用いて、水平２方向

及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定する

ては、基準地震動による応答に対して、その設備に要求される

機能を保持すること。具体的には、実証試験等により確認され

ている機能維持加速度等を許容限界とすること。 

（略） 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止

設備が設置された建物・構築物 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

（略） 

なお、上記の「耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに

属するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわない」と

は、少なくとも次に示す事項について、耐震重要施設の安全機能へ

の影響が無いことを確認すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

７ 第４条第３項に規定する「基準地震動による地震力」の算定に

当たっては、以下に示す方法によること。 

・基準地震動による地震力は、基準地震動を用いて、水平２方向

及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定する



13 
 

こと。また、地震力の算定に当たっては、建物・構築物と地盤

との相互作用並びに建物・構築物及び地盤の非線形性を、必要

に応じて考慮すること。 

・ （略） 

・ （略） 

８ 第４条第４項は、耐震重要施設の周辺斜面について、基準地震動

による地震力を作用させた安定解析を行い、崩壊のおそれがないこ

とを確認するとともに、崩壊のおそれがある場合には、当該部分の

除去及び敷地内土木構造物による斜面の保持等の措置を講ずるこ

とにより、耐震重要施設に影響を及ぼすことがないようにすること

をいう。 

（略） 

こと。なお、建物・構築物と地盤との相互作用、埋込み効果及

び周辺地盤の非線形性について、必要に応じて考慮すること。 

 

・ （略） 

・ （略） 

８ 第４条第４項は、耐震重要施設の周辺斜面について、基準地震動

による地震力を作用させた安定解析を行い、崩壊のおそれがないこ

とを確認するとともに、崩壊のおそれがある場合には、当該部分の

除去及び敷地内土木工作物による斜面の保持等の措置を講ずるこ

とにより、耐震重要施設に影響を及ぼすことがないようにすること

をいう。 

（略） 
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（別記３） 

第５条（津波による損傷の防止） 

１ （略） 

２ 上記１の「基準津波」の策定に当たっては、以下の方針による

こと。 

一～六 （略） 

七 津波の調査においては、必要な調査範囲を地震動評価におけ

る調査よりも十分に広く設定した上で、調査地域の地形・地質

条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質調査及

び地球物理学的調査等の特性を活かし、これらを適切に組み合

わせた調査を行うこと。また、津波の発生要因に係る調査及び

波源モデルの設定に必要な調査、敷地周辺に来襲した可能性の

ある津波に係る調査、津波の伝播経路に係る調査及び砂移動の

評価に必要な調査を行うこと。 

八 （略） 

九 策定された基準津波については、施設からの反射波の影響が

微少となるよう定義された位置及び敷地周辺の評価地点における

超過確率を把握すること。 

３ 第５条第１項の「安全機能が損なわれるおそれがないものでなけ

ればならない」を満たすために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施設、浸水防止設備及び津波

監視設備を除く。以下この号及び第三号において同じ。）の設置

（別記３） 

第５条（津波による損傷の防止） 

１ （略） 

２ 上記１の「基準津波」の策定に当たっては、以下の方針による

こと。 

一～六 （略） 

七 津波の調査においては、必要な調査範囲を地震動評価におけ

る調査よりも十分に広く設定した上で、調査地域の地形・地質

条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質調査及

び地球物理学的調査等の特性を活かし、これらを適切に組み合

わせた調査を行うこと。また、津波の発生要因に係る調査及び

波源モデルの設定に必要な調査、敷地周辺に襲来した可能性の

ある津波に係る調査、津波の伝播経路に係る調査及び砂移動の

評価に必要な調査を行うこと。 

八 （略） 

九 基準津波については、対応する超過確率を参照し、策定され

た津波がどの程度の超過確率に相当するかを把握すること。 

 

３ 第５条第１項の「安全機能が損なわれるおそれがないものでなけ

ればならない」を満たすために、基準津波に対する設計基準対象施

設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施設、浸水防止設備及び津波

監視設備を除く。下記第三号において同じ。）の設置された敷地
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された敷地等において、基準津波による遡上波を地上部から到達

又は流入させないこと。また、取水路及び放水路等の経路から流

入させないこと。そのため、以下の方針によること。 

①Ｓクラスに属する設備（浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。以下この号から第三号までにおいて同じ。）を内包する建

屋及びＳクラスに属する設備（屋外に設置するものに限る。）

は、基準津波による遡上波が到達しない十分高い場所に設置す

ること。また、基準津波による遡上波が到達する高さにある場

合には、防潮堤等の津波防護施設及び浸水防止設備を設置する

こと。 

②上記①の遡上波の到達防止に当たっては、敷地及び敷地周辺の

地形、標高及び河川等の存在並びに地震による広域的な隆起・

沈降を考慮して、遡上波の回込みを含め敷地への遡上の可能性

を検討すること。また、地震による変状又は繰り返し来襲する

津波による洗掘・堆積により地形又は河川流路の変化等が考え

られる場合は、敷地への遡上経路に及ぼす影響を検討するこ

と。 

③取水路又は放水路等の経路から、Ｓクラスに属する施設の設置

された敷地並びにＳクラスに属する設備を内包する建屋及び

区画に津波の流入する可能性について検討した上で、流入する

可能性のある経路（扉、開口部、貫通口等）を特定し、それら

に対して流入防止の対策を施すことにより、津波の流入を防止

すること。 

において、基準津波による遡上波を地上部から到達又は流入させ

ないこと。また、取水路及び排水路等の経路から流入させないこ

と。そのため、以下の方針によること。 

①Ｓクラスに属する設備（浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。以下下記第三号までにおいて同じ。）を内包する建屋及び

Ｓクラスに属する設備（屋外に設置するものに限る。）は、基

準津波による遡上波が到達しない十分高い場所に設置するこ

と。なお、基準津波による遡上波が到達する高さにある場合に

は、防潮堤等の津波防護施設及び浸水防止設備を設置するこ

と。 

②上記①の遡上波の到達防止に当たっては、敷地及び敷地周辺の

地形及びその標高、河川等の存在並びに地震による広域的な隆

起・沈降を考慮して、遡上波の回込みを含め敷地への遡上の可

能性を検討すること。また、地震による変状又は繰り返し襲来

する津波による洗掘・堆積により地形又は河川流路の変化等が

考えられる場合は、敷地への遡上経路に及ぼす影響を検討する

こと。 

③取水路又は放水路等の経路から、津波が流入する可能性につい

て検討した上で、流入の可能性のある経路（扉、開口部及び貫

通口等）を特定し、それらに対して浸水対策を施すことにより、

津波の流入を防止すること。 
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二 取水・放水施設及び地下部等において、漏水する可能性を考慮

の上、漏水による浸水範囲を限定して、重要な安全機能への影響

を防止すること。そのため、以下の方針によること。 

①取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放水施設

及び地下部等における漏水の可能性を検討した上で、漏水が継

続することによる浸水範囲を想定するとともに、当該想定され

る浸水範囲（以下「浸水想定範囲」という。）の境界において

浸水想定範囲外に流出する可能性のある経路（扉、開口部、貫

通口等）を特定し、それらに対して浸水対策を施すことにより

浸水範囲を限定すること。 

② （略） 

③浸水想定範囲における長期間の浸水が想定される場合は、排

水設備を設置すること。 

三 前二号に規定するもののほか、Ｓクラスに属する施設について

は、浸水防護をすることにより津波による影響等から隔離するこ

と。そのため、Ｓクラスに属する設備を内包する建屋及び区画に

ついては、浸水防護重点化範囲として明確化するとともに、地震

による溢
いっ

水に加えて津波の流入を考慮した浸水範囲及び浸水量

を安全側に想定した上で、浸水防護重点化範囲に流入する可能性

のある経路（扉、開口部、貫通口等）を特定し、それらに対して

流入防止の対策を施すこと。 

四 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を

防止すること。そのため、非常用海水冷却系については、基準津

二 取水・放水施設及び地下部等において、漏水する可能性を考慮

の上、漏水による浸水範囲を限定して、重要な安全機能への影響

を防止すること。そのため、以下の方針によること。 

①取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放水施設

及び地下部等における漏水の可能性を検討した上で、漏水が継

続することによる浸水範囲を想定（以下「浸水想定範囲」とい

う。）するとともに、同範囲の境界において浸水の可能性のあ

る経路及び浸水口（扉、開口部及び貫通口等）を特定し、それ

らに対して浸水対策を施すことにより浸水範囲を限定するこ

と。 

② （略） 

③浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場合は、排

水設備を設置すること。 

三 上記の前二号に規定するものの他、Ｓクラスに属する施設につ

いては、浸水防護をすることにより津波による影響等から隔離す

ること。そのため、Ｓクラスに属する設備を内包する建屋及び区

画については、浸水防護重点化範囲として明確化するとともに、

津波による溢
いっ

水を考慮した浸水範囲及び浸水量を保守的に想定

した上で、浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路及び

浸水口（扉、開口部及び貫通口等）を特定し、それらに対して浸

水対策を施すこと。 

四 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を

防止すること。そのため、非常用海水冷却系については、基準津
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波による水位の低下に対して冷却に必要な海水を確保すること

により、海水ポンプが機能を保持できる設計であること。また、

基準津波による水位変動に伴う砂の移動・堆積及び漂流物に対し

て取水口及び取水路の通水性が確保でき、かつ、取水口からの砂

の混入に対して海水ポンプが機能を保持できる設計であること。 

五 津波防護施設及び浸水防止設備については、入力津波（施設の

津波に対する設計を行うために、津波の伝播特性及び流入経路等

を考慮して、それぞれの施設に対して設定するものをいう。以下

同じ。）に対して津波防護機能及び浸水防止機能が保持できるこ

と。また、津波監視設備については、入力津波に対して津波監視

機能が保持できること。そのため、以下の方針によること。 

①上記の「津波防護施設」とは、防潮堤、盛土構造物及び防潮壁

等をいう。上記の「浸水防止設備」とは、水密扉及び開口部・

貫通口の浸水対策設備等をいう。また、上記の「津波監視設備」

とは、敷地の潮位計及び取水ピット水位計並びに津波の来襲状

況を把握できる屋外監視カメラ等をいう。これら以外には、津

波防護施設及び浸水防止設備への波力による影響等、津波によ

る影響を軽減する効果が期待される防波堤等の津波影響軽減

施設・設備がある。 

②入力津波については、基準津波の波源からの数値計算によ

り、各施設・設備等の設置位置において算定される時刻歴波

形とすること。数値計算に当たっては、敷地形状、敷地沿岸

域の海底地形、津波の敷地への浸入角度、河川の有無、陸上

波による水位の低下に対して海水ポンプが機能保持でき、かつ冷

却に必要な海水が確保できる設計であること。また、基準津波に

よる水位変動に伴う砂の移動・堆積及び漂流物に対して取水口及

び取水路の通水性が確保でき、かつ取水口からの砂の混入に対し

て海水ポンプが機能保持できる設計であること。 

五 津波防護施設及び浸水防止設備については、入力津波（施設の

津波に対する設計を行うために、津波の伝播特性及び浸水経路等

を考慮して、それぞれの施設に対して設定するものをいう。以下

同じ。）に対して津波防護機能及び浸水防止機能が保持できるこ

と。また、津波監視設備については、入力津波に対して津波監視

機能が保持できること。そのため、以下の方針によること。 

①上記の「津波防護施設」とは、防潮堤、盛土構造物及び防潮壁

等をいう。上記の「浸水防止設備」とは、水密扉及び開口部・

貫通部の浸水対策設備等をいう。また、上記の「津波監視設備」

とは、敷地の潮位計及び取水ピット水位計、並びに津波の襲来

状況を把握できる屋外監視カメラ等をいう。これら以外には、

津波防護施設及び浸水防止設備への波力による影響を軽減す

る効果が期待される防波堤等の津波影響軽減施設・設備があ

る。 

②入力津波については、基準津波の波源からの数値計算によ

り、各施設・設備等の設置位置において算定される時刻歴波

形とすること。数値計算に当たっては、敷地形状、敷地沿岸

域の海底地形、津波の敷地への侵入角度、河川の有無、陸上
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の遡上・伝播の効果及び伝播経路上の人工構造物等を考慮す

ること。また、津波による港湾内の局所的な海面の固有振動

の励起を適切に評価し考慮すること。 

③津波防護施設については、その構造に応じ、波力による浸食

及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安定

性を評価し、越流時の耐性等にも配慮した上で、入力津波に

対する津波防護機能が十分に保持できるよう設計すること。 

④浸水防止設備については、浸水想定範囲等における津波や浸水

による荷重等に対する耐性等を評価し、越流時の耐性等にも配

慮した上で、入力津波に対して浸水防止機能が十分に保持でき

るよう設計すること。 

⑤ （略） 

⑥津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・構

築物及び設置物等が破損又は損壊した後に漂流する可能性が

ある場合には、防潮堤等の津波防護施設及び浸水防止設備に波

及的影響を及ぼさないよう、漂流防止措置又は津波防護施設及

び浸水防止設備への影響の防止措置を施すこと。 

⑦上記③、④及び⑥の設計等においては、耐津波設計上の十分な

裕度を含めるため、各施設・設備の機能損傷モードに対応した

荷重（浸水高、波力・波圧、洗掘力及び浮力等）について、入

力津波から十分な余裕を考慮して設定すること。また、余震の

発生の可能性を検討した上で、必要に応じて余震による荷重と

入力津波による荷重との組合せを考慮すること。さらに、入力

の遡上・伝播の効果及び伝播経路上の人工構造物等を考慮す

ること。また、津波による港湾内の局所的な海面の固有振動

の励起を適切に評価し考慮すること。 

③津波防護施設については、その構造に応じ、波力による侵食

及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安定

性を評価し、越流時の耐性にも配慮した上で、入力津波に対

する津波防護機能が十分に保持できるよう設計すること。 

④浸水防止設備については、浸水想定範囲等における浸水時及び

冠水後の波圧等に対する耐性等を評価し、越流時の耐性にも配

慮した上で、入力津波に対して浸水防止機能が十分に保持でき

るよう設計すること。 

⑤ （略） 

⑥津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・構

築物及び設置物等が破損、倒壊及び漂流する可能性がある場合

には、防潮堤等の津波防護施設及び浸水防止設備に波及的影響

を及ぼさないよう、漂流防止措置又は津波防護施設及び浸水防

止設備への影響の防止措置を施すこと。 

⑦上記③、④及び⑥の設計等においては、耐津波設計上の十分な

裕度を含めるため、各施設・設備の機能損傷モードに対応した

荷重（浸水高、波力・波圧、洗掘力及び浮力等）について、入

力津波から十分な余裕を考慮して設定すること。また、余震の

発生の可能性を検討した上で、必要に応じて余震による荷重と

入力津波による荷重との組合せを考慮すること。さらに、入力
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津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返しの来襲による作用

が津波防護機能及び浸水防止機能へ及ぼす影響について検討

すること。 

⑧ （略） 

⑨津波防護施設のうち、防潮ゲート等の外部入力により動作す

る機構を有するものについては、当該機構の構造、動作原理

等を踏まえ、津波防護機能が損なわれないよう重要安全施設

に求められる信頼性と同等の信頼性を確保した設計とするこ

と。 

六 地震による敷地の隆起・沈降、地震（本震及び余震）による影

響、津波の繰り返しの来襲による影響及び津波による二次的な影

響（洗掘、砂移動及び漂流物等）を考慮すること。 

七 （略） 

津波の時刻歴波形に基づき、津波の繰り返しの襲来による作用

が津波防護機能及び浸水防止機能へ及ぼす影響について検討

すること。 

⑧ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

六 地震による敷地の隆起・沈降、地震（本震及び余震）による影

響、津波の繰り返しの襲来による影響及び津波による二次的な影

響（洗掘、砂移動及び漂流物等）を考慮すること。 

七 （略） 
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（別記４） 

兼用キャスク貯蔵施設の設置に当たっては、以下のとおりとする。 

 

第３条 （略） 

第４条（地震による損傷の防止） 

１ 周辺施設を設置する場合、第４条第１項に規定する「地震力に十

分に耐えること」を満たすために、当該周辺施設は、静的地震力に

対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えること。その際、以

下のとおりとすること。 

一・二 （略） 

２ 第４条第６項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、兼用キャスクの設計

に当たっては、以下の方針によること。 

一 （略） 

二 兼用キャスクについては、自重その他の貯蔵時に想定される荷

重と第６項地震力を組み合わせた荷重条件に対して、当該兼用キ

ャスクに要求される機能を保持すること。また、上記により求め

られる荷重により塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が

小さなレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し、当

該兼用キャスクに要求される機能に影響を及ぼさないこと。ただ

し、兼用キャスクの閉じ込め機能を担保する部位は、上記の荷重

条件に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えること。 

３ （略） 

（別記４） 

兼用キャスク貯蔵施設の設置に当たっては、以下のとおりとする。 

 

第３条 （略） 

第４条（地震による損傷の防止） 

１ 周辺施設を設置する場合、第４条第１項に規定する「地震力に十

分に耐えること」を満たすために、当該周辺施設は、静的地震力に

対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えること。その際、以下

のとおりとすること。 

一・二 （略） 

２ 第４条第６項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、兼用キャスクの設計

に当たっては、以下の方針によること。 

一 （略） 

二 兼用キャスクについては、自重その他の貯蔵時に想定される荷

重と第６項地震力を組み合わせた荷重条件に対して、当該兼用キ

ャスクに要求される機能を保持すること。また、上記により求め

られる荷重により塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が

小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し、当該

兼用キャスクに要求される機能に影響を及ぼさないこと。ただ

し、兼用キャスクの閉じ込め機能を担保する部位は、上記の荷重

条件に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えること。 

３ （略） 
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４ 第４条第７項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、兼用キャスクの周辺

斜面について、基準地震動による地震力を作用させた安定解析を行

い、崩壊のおそれがないことを確認するとともに、崩壊のおそれが

ある場合には、当該部分の除去、敷地内土木構造物による斜面の保

持等の措置を講ずることにより、兼用キャスクの安全機能が損なわ

れるおそれがないようにすること。 

（略） 

第５条 （略） 

第６条 （略） 

第１６条 （略） 

４ 第４条第７項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、兼用キャスクの周辺

斜面について、基準地震動による地震力を作用させた安定解析を行

い、崩壊のおそれがないことを確認するとともに、崩壊のおそれが

ある場合には、当該部分の除去、敷地内土木工作物による斜面の保

持等の措置を講ずることにより、兼用キャスクの安全機能が損なわ

れるおそれがないようにすること。 

（略） 

第５条 （略） 

第６条 （略） 

第１６条 （略） 
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別表第２ 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 新旧対照表 

 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

第５条（地震による損傷の防止） 

１～４ （略） 

５ 第４項に規定する「基準地震動による地震力に対して放射性物

質の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがない」とは、通常運転

時及び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と基準

地震動による地震力を組み合わせた荷重条件により塑性ひずみが

生じる場合であっても、その量が小さなレベルにとどまって破断

延性限界に十分な余裕を有し、放射性物質の閉じ込めの機能に影

響を及ぼさないことをいう。 

６・７ （略） 

第５条（地震による損傷の防止） 

１～４ （略） 

５ 第４項に規定する「基準地震動による地震力に対して放射性物

質の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがない」とは、通常運転

時及び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重と基準

地震動による地震力を組み合わせた荷重条件により塑性ひずみが

生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留まって破断延

性限界に十分な余裕を有し、放射性物質の閉じ込めの機能に影響

を及ぼさないことをいう。 

６・７ （略） 
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別表第３ 実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能

力に係る審査基準 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

Ⅲ 要求事項の解釈 

１．重大事故等対策における要求事項の解釈 

１.０ 共通事項 

（１）～（３） （略） 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 

【要求事項】 

 （略） 

【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ）～ｆ） （略） 

ｇ）有毒ガス発生時の原子炉制御室及び緊急時制御室の運転員、

緊急時対策所において重大事故等に対処するために必要な要員

並びに重大事故等対処上特に重要な操作（常設設備と接続する

屋外に設けられた可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外

から水又は電力を供給するものに限る。）の接続をいう。）を

行う要員（以下「運転・対処要員」という。）の防護に関し、

次の①から③までに掲げる措置を講じることを定める方針であ

ること。 

① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護

のための判断基準値以下とするための手順を整備するこ

と。 

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、原子炉制御室

及び緊急時制御室の運転員並びに緊急時対策所において重

大事故等に対処するために必要な指示を行う要員のうち初

動対応を行う者に対する防護具の着用等運用面の対策を行

うこと。 

③ （略） 

 

Ⅲ 要求事項の解釈 

１．重大事故等対策における要求事項の解釈 

１.０ 共通事項 

（１）～（３） （略） 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 

【要求事項】 

 （略） 

【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ）～ｆ） （略） 

ｇ）有毒ガス発生時の原子炉制御室及び緊急時制御室の運転員、

緊急時対策所において重大事故等に対処するために必要な要員

並びに重大事故等対処上特に重要な操作（常設設備と接続する

屋外に設けられた可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外

から水又は電力を供給するものに限る。）の接続をいう。）を

行う要員（以下「運転・対処要員」という。）の防護に関し、

次の①から③に掲げる措置を講じることが定められているこ

と。 

① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護

のための判断基準値以下とするための手順と体制を整備す

ること。 

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、原子炉制御室

及び緊急時制御室の運転員並びに緊急時対策所において重

大事故等に対処するために必要な指示を行う要員のうち初

動対応を行う者に対する防護具の配備、着用等運用面の対

策を行うこと。 

③ （略） 
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２ （略） 

 

３ 体制の整備は、以下によること。 

ａ）～ｋ） （略） 

ｌ）運転・対処要員の防護に関し、次の①及び②に掲げる措置を

講じることを定める方針であること。 

① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護

のための判断基準値以下とするための体制を整備するこ

と。 

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、原子炉制御室

及び緊急時制御室の運転員並びに緊急時対策所において重

大事故等に対処するために必要な指示を行う要員のうち初

動対応を行う者に対する防護具の配備等を行うこと。 

 

２ （略） 

 

３ 体制の整備は、以下によること。 

ａ）～ｋ） （略） 

（新設） 

 

 


